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競争参加者の資格に関する公示 

平成 23･24 年度における総務省所管の建設工事 

及び測量・建設コンサルタント等の競争契約の 

参加資格を得ようとする者の申請方法等について、 

次のとおり公示します。 

  平成 22 年 11 月１日 

    総務省大臣官房会計課長 山田 真貴子 

◎調達機関番号 012  ◎所在地番号 13 

１ 建設工事の工種区分及び測量・建設コンサル 

タント等の業種区分 

(1) 建設工事 

①建築一式工事 ②大工工事 ③左官工事  

④とび、土工、コンクリート工事 ⑤電気工 

事 ⑥管工事 ⑦タイル、れんが、ブロック 

工事 ⑧ほ装工事 ⑨塗装工事 ⑩防水工事 

⑪内装仕上工事 ⑫機械器具設置工事 ⑬電 

気通信工事 ⑭造園工事 ⑮建具工事 ⑯消 

防施設工事の 16 種類とする。 

(2) 測量・建設コンサルタント等 

①測量 ②建築関係建設コンサルタント業務 

③補償関係コンサルタント業務 

２ 申請の時期 

(1) 建設工事の資格 

① インターネット使用の場合 

 平成 22年 12月１日から平成 23年１月 1
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4日 

までの間に、次のホームページアドレスへ 

のアクセスにより、申請用データを送信す 

るものとする。 

 https://www.pqr.mlit.go.jp 

② 持参又は郵送の場合 

 平成 23年１月 11日から平成 23年１月 3

1日 

までとする（ただし、行政機関の休日に関 

する法律（昭和 63 年法律第 91 号）第 1 条

に 

規定する行政機関の休日を除く。）。また、 

郵送による申請書類の受付は、平成 23 年１ 

月 31 日の消印のあるものまでとする。 

(2) 測量・建設コンサルタント等の資格 

(1)②に同じ。（インターネット使用による 

申請は実施しない。） 

(3) 申請者が平成 23 年２月１日以降の時期に

申 

請（随時申請）を希望する場合はこの限りで 

はないが、入札に間に合わない場合がある。 

３ 申請の方法等 

(1) 申請書の入手方法 

① 建設工事資格のインターネットの使用に 

よる申請者は、２(1)①に掲げるホームペ 
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ージアドレスへのアクセスにより、平成 22 

年 11 月１日から平成 22 年 11 月 30 日まで

の間 

にパスワードを請求し、入手したパスワー 

ドを用いて平成 22年 11月１日から平成 23

年 

１月 14 日までの間に申請用データの作成

に 

必要な入力プログラムをダウンロードして 

得るものとする。 

② 当省所定の「一般競争（指名競争）参加 

資格審査申請書」（以下「申請書」とい 

う。）は、次のホームページアドレスへの 

アクセスにより取得するものとする。 

http://www.soumu.go.jp 

(2) 申請書の提出方法 

① 建設工事の資格申請 

イ インターネット使用の場合 

 建設工事資格のインターネットの使用 

による申請は、２(1)①に掲げるホーム 

ページアドレスへのアクセスにより(1) 

②のダウンロードして得た入力プログラ 

ムを用いて作成した申請データを(1)① 

により入手したパスワードを用いて、送 

信するものとする。この場合において、 
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添付書類として(3)①二ヘに掲げる書類 

を以下の送付先にファクシミリにより送 

信するものとする（ただし、入力プログ 

ラムを用いて電子納税証明書を送信する 

場合を除く。） 

送付先 建設工事資格インターネット 

一元受付ヘルプデスク 

ファクシミリ番号 082-502-9112 

ロ 持参又は郵送の場合 

 競争参加資格申請は、(3)の申請書等の 

関係書類を、総務省大臣官房会計課契約 

第２係（住所：〒100－8926 東京都千代 

田区霞が関２－１－２）に対して本社が 

提出すること。持参の場合の受付時間は 

10時から 16時（12時から 13時を除く。）。 

郵送も可（書留郵便又は配達記録郵便と 

する。）。 

② 測量・建設コンサルタント等の資格申請 

 ①ロに同じ。 

(3) 申請書及び添付書類等 

① 建設工事に係るもの 

一 申請書 

二 添付書類 

イ 営業所一覧表 

ロ 工事経歴書 
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ハ 建設共同企業体協定書の写し（建設 

共同企業体として申請する者に限 

る。） 

ニ 建設業法施行規則（昭和 24 年建設省 

令第 14 号。以下「規則」という。）第 

21 条の４に規定する総合評定値通知書 

の写し 

 なお、共同企業体の場合は、各構成 

員の総合評定値通知書等の写しを、官 

公需適格組合で総合点数の算定等の特 

例扱いを希望する場合は、組合及び審 

査対象者の総合評定値通知書等の写し 

をそれぞれ提出する。 

ホ 建設業許可申請書の写し（規則第２ 

条第１号に定める別記様式第１号（別 

表を含む。）で申請日の直近のものの 

写しをいう。）（持参又は郵送による 

申請の場合に限る。） 

ヘ 納税証明書（直前１年間における法 

人税又は所得税、消費税及び地方消費 

税の納入状況についての税務官署が発 

行する証明書。） 

② 測量・建設コンサルタント等に係るもの 

一 申請書 

ニ 添付書類 
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イ 測量等実績調書 

ロ 技術者経歴書 

ハ 営業所一覧表 

ニ 商業登記簿の謄本（法人の場合に限 

 る。） 

ホ 登録証明書等 

ヘ 財務諸表類（直前１年間の事業年度 

分に係る貸借対照表、損益計算書及び 

利益金処分（損失処理）計算書（個人 

の場合にあっては、これらに類する書 

類。） 

ト 納税証明書（直前１年間における法 

人税又は所得税、消費税及び地方消費 

税の納入状況についての税務官署が発 

行する証明書。） 

(4) その他 

① (3)に掲げる諸証明書については、複写機 

等による写しをもって代えることができる。 

② (3)に掲げる添付書類のうち添付すること 

が著しく困難であると認められる書類があ 

る場合には、当該書類の記載の事実を確認 

できる他の書類をもって代えることができ 

る。 

③ 申請書類は、日本語で記載するものとす 

る。また、添付書類のうち外国語で記載さ 
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れているものについては、日本語の訳文を 

添付する。 

④ 申請書類の金額表示が外国貨幣額の場合 

は、出納官吏事務規程（昭和 22 年大蔵省令 

第 95 号）第 16 条に規定する外国貨幣換算率 

により邦貨に換算して得た額を記載する。 

４ 競争に参加することができない者 

(1) 予算決算及び会計令（昭和 22年勅令第 16

5 

号）第 70 条の規定に該当する者。なお、未成 

年者、被保佐人又は被補助人であって、契約 

締結のために必要な同意を得ている者は、同 

条中、特別の理由がある場合に該当する。 

(2) 次の各号のいずれかに該当すると認められ 

る者で、その事実があった後２年を経過して 

いない者 

① 契約の履行に当たり故意に工事若しくは 

製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは 

数量に関して不正な行為をした者 

② 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な 

価格を害し若しくは不正の利益を受けるた 

めに連合した者 

③ 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契 

約を履行することを妨げた者 

④ 監督又は検査の実施に当たり職員の職務 
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の執行を妨げた者 

⑤ 正当な理由がなくて契約を履行しなかっ 

た者 

⑥ 契約の履行に当たり、①から②までの規 

定に該当する事実があった後２年を経過し 

ない者を代理人、支配人その他の使用人と 

して使用した者 

 (3) (2)に該当する者を入札代理人として使用 

する者 

(4) 建設業法（昭和 24年法律第 100号)第３条

の 

規定による許可及び同法第 27 条の 23 の規定

に 

よる経営事項審査（平成 20 年国土交通省告示 

第 85 号第１第１号の２）に規定する審査基準 

日が一般競争参加資格の審査の申請をする日 

の１年７月前の日以後のもの。）を受けてい 

ない者（競争参加資格申請の直前に通知を受 

けた経営事項審査の審査基準日が平成 21 年

６ 

月 30 日以降のものを受けていない者を含

む。） 

(5) 測量を希望する者で測量法（昭和 24 年法律 

第 188 号)第 55 条に規定する登録又は土地家

屋 
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調査士法（昭和 25 年法律第 228 号）第 8 条に

規 

定する登録を受けていない者 

(6) 測量・建設コンサルタント等を希望する者 

で営業に関し法律上資格を必要とするものに 

ついては、当該資格を有しない者 

(7) 競争参加資格申請書若しくは添付書類又は 

資格審査申請用データ中の重要な事項につい 

て虚偽の記載をし、または重要な事実につい 

て記載しなかった者 

５ 競争参加者の資格及びその審査 

(1) 建設工事契約についての資格、資格審査事 

項及び等級の決定方法 

① 資格 

  予定価格の金額に応じ、当省が定めた建 

設工事の工種ごとに、別記１の(1)及び(2) 

におけるそれぞれの①のとおり区分して定 

める。 

② 資格の審査事項 

 ①の資格についての審査は、次に掲げる 

事項について行う。 

一 年間平均完成工事高 

二 経営規模 

イ 自己資本額 

ロ 職員の数（建設業に従事する職員の 
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数） 

三 経営状況 

イ 売上高営業利益率 

ロ 総資本経常利益率 

ハ キャッシュ・フロー対売上高比率 

ニ 必要運転資金月商倍率 

ホ 立替工事高比率 

ヘ 受取勘定月商倍率 

ト 自己資本比率 

チ 有利子負債月商倍率 

リ 純支払利息比率 

ヌ 自己資本対固定資産比率 

ル 長期固定適合比率 

オ 付加価値対固定資産比率 

四 技術力 

技術職員の数 

五 その他の審査項目（社会性等） 

イ 労働福祉の状況 

ロ 工事の安全成績数値 

ハ 営業年数 

二 建設業経理事務士等の数 

③ 資格の等級の決定方法 

 建設工事の工種ごとに上記②の審査事項 

を要素とする総合評定値通知書等の総合評 

定値（Ｐ）を付与数値として、別記１の 
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(1)の①及び(2)の①に対応する等級に格付 

けする。 

(2) 測量・建設コンサルタント等業務の契約に 

ついての資格、資格審査事項及び資格の等級 

の決定方法 

① 資格 

 測量、建設関係建設コンサルタント業務 

及び補償コンサルタント業務ごとに資格 

を定める。 

 なお、資格の等級の格付けは行わない。 

② 資格の審査事項 

①の資格についての審査は、次に掲げる 

事項について行う。 

一 年間平均実績高 

ニ 経営規模 

イ 自己資本額 

ロ 有資格者数 

三 経営比率 

四 営業年数 

６ 資格審査結果の通知 

 一般競争（指名競争）参加資格認定通知書に 

より申請者に通知（郵送）する。 

７ 資格の有効期間 

 平成 23年４月１日から平成 25年３月 31日ま

で 
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とする。なお、２(3)により随時審査した場合は、 

資格を付与されたときから平成 25年３月 31 日

ま 

でとする。 

８ 競争参加資格を有する者の名簿の閲覧先 

 ３(2)①ロ申請書類の提出場所に同じ。 

９ その他 

(1) 子会社の支配人が親会社の支配人を兼務し 

ており、当該支配人が親会社等として申請し 

た場合又は子会社等が親会社と代理契約を締 

結しており、その代理権に基づいて親会社等 

として申請した場合にあっては、当該親会社 

等の申請として取り扱うものとする。 

(2) 親会社等として申請する者は、申請の際に 

当該親会社等との関係を証明する書類を提示 

しなければならない。 

 (3) 申請の方法等に関する問い合わせ先 

総務省大臣官房会計課契約第２係 

電話０３－５２５３－５１３２ 

別記１ 業種別等級区分及び予定価格の範囲 

[掲載順序 業種の区分 ①数値：等級②等級：予 

定価格の範囲] 

(1) 建築一式工事の場合 

① ９９０点以上          ：Ａ 

８３０点以上 ９９０点未満   ：Ｂ 
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７６０点以上 ８３０点未満   ：Ｃ 

７６０点未満   ：Ｄ 

② Ａ：   ３億円以上 

Ｂ：   １億円以上 ３億円未満 

Ｃ：  3,000 万円以上 １億円未満 

Ｄ：  3,000 万円未満 

(2) (1)以外の工事の場合 

① ８７０点以上          ：Ａ 

７８０点以上 ８７０点未満   ：Ｂ 

７８０点未満   ：Ｃ 

② Ａ：  5,000 万円以上 

Ｂ：   2,000 万円以上 5,000 万円未満 

Ｃ：   2,000 万円未満 

  なお、本参加資格に基づき実際に調達を行う 

 際に適正な競争性を確保するため、他の等級の 

 競争参加が可能となるような弾力的な競争参加 

 を認める場合がある。 

 


